
「平成30年7月豪雨を踏まえ2019年度出水期までに実施する具体的な取組」の概要

○ 平成30年７月豪雨を教訓とし、激甚化・頻発化する豪雨災害に対し、避難対策の強化を検討するため、中
央防災会議のもとに設置した「平成30年７月豪雨による水害・土砂災害からの避難に関するワーキンググ
ループ」にて今後実施すべき取組について取りまとめられた（2018年12月）。

〇 本報告を踏まえ、 ５つの代表的な取組例をはじめとし、2019年度出水期までに関係省庁が連携して今後
実施する取組の具体的な内容についてとりまとめた。

代表的取組例１ 学校における防災教育・避難訓練

✓ 水防法又は土砂災害防止法に基づき市町村地域防災計画に定められたすべての小学校、中学校に対して、次期出

水期までに避難確保計画の作成、計画に基づく避難訓練及び避難訓練を通じた防災教育の実施に努めるとともに、次
期出水期までに実施することが困難な学校については、2019年度中に避難確保計画を作成し、2020年度の年間計画に
避難訓練及び避難訓練を通じた防災教育の実施について定めるよう通知。

小学校、中学校における避難確保計画の作成、計画に基づく避難訓練及び避難訓練を通じた防災教育の実施にあ
たり、大規模氾濫減災協議会等による支援体制を構築。【内閣府、消防庁、文部科学省、国土交通省、気象庁】

✓ 2019年度から、防災訓練の実施に要する経費について、地方交付税措置を拡充したことも踏まえ、防災訓練の充実
に努めるよう、地方公共団体に周知。【消防庁】

代表的取組例２ 住民が主体となった地域の避難に関する取組強化（地域防災リーダーの育成等）

✓ 大規模氾濫減災協議会等において、これまで当該地域における住民避難の取組支援の実績を有する専門家をリスト
化し共有。また、次々期出水期に向け、公募要件を検討し、専門家リストを拡充。【国土交通省、気象庁】

✓ 地方公共団体防災担当者向け気象防災ワークショップの開催の際には、地域防災リーダーにも参加を呼びかけ、自ら
の役割や必要な知識・情報等の理解を促進。 【気象庁】
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代表的取組例４ 住民主体の避難行動等を支援する防災情報の提供

✓ 警戒レベルの導入に関し、2018年度内に「避難勧告等に関するガイドライン」を改定し地方自治体等への周知を行い、
2019年度出水期から運用。（※システム改修等が間に合わない部分は順次実施）【内閣府、消防庁、国土交通省、気象庁】

✓ 警戒レベルの導入に関し、防災気象情報等の発表形式の見直しを行い、2019年度出水期から発表情報の参考となる
警戒レベルがわかる発表文にて運用。（※システム改修等が間に合わない部分は順次実施） 【国土交通省、気象庁】

代表的取組例５ マルチハザードのリスク認識

✓ 洪水、土砂災害、ため池決壊等によるリスク情報を一元的に把握可能なサイト（浸水想定区域、土砂災害警戒区域等
の各種災害リスク情報を重ねて表示できるサイト）を構築【農林水産省、国土交通省、国土地理院】

✓ 防災気象情報や河川水位情報等のリアルタイム情報と洪水浸水想定区域図等の災害リスク情報を容易に比較できる

ようにするとともに重ね合わせて表示するための検討を開始。【国土交通省、国土地理院、気象庁】

✓ 民間事業者等と連携して、スマホアプリ等による防災気象情報及び各種災害リスク情報の提供の推進に向けた検討を
開始。【国土交通省、国土地理院、気象庁】

代表的取組例３ 「防災」と「福祉」の連携による高齢者の避難行動に対する理解促進

✓ 市町村の防災部局だけでなく高齢者福祉部局についても、大規模氾濫減災協議会への参加や防災部局から当該協

議会に関する情報提供を受けるなどによる情報共有についてすべての大規模氾濫減災協議会で実施。【厚生労働省、国土交
通省】

✓ 大規模氾濫減災協議会を構成している市町村におけるすべての地域包括支援センターにハザードマップの掲示や避

難訓練のお知らせ等の防災関連のパンフレット等を設置することや、すべての大規模氾濫減災協議会において地域包括
支援センター・ケアマネジャーと連携した水害からの高齢者の避難行動の理解促進に向けた取組の実施及びその状況を
共有することについて関係自治体等に通知。【厚生労働省、国土交通省】
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